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【要約】 

■ 内需については、複数回線契約の増加や通信モジュール契約回線の順調な伸びにより、回線数

は 2016 年度、2017 年度も堅調と見込む。一方、単価（ARPU）については、2016 年度は新料金

プランによる小幅な上昇を見込むものの、2017 年度以降は政府主導の携帯電話料金低廉化

や MVNO との競争継続により下落を見込む。グローバル需要については、ASEAN、中国で

主に政府の規制強化に起因する減少が一部であったものの、それでも両地域や米国が牽引

し、2016 年、2017 年と回線数は順調な伸びを予想する。単価については中国が大手キャリア

の契約数見直し、4G 普及等でプラスとなるものの、グローバル全体では 2016 年、2017 年とマ

イナスを見込む。 

■ 中期見通しでは、内需は携帯、タブレット、通信モジュール等の回線が混在しつつも、回線数

は堅調に推移する一方、単価については携帯電話料金低廉化圧力や MVNO との競争により

低下が続く見通し。但し、2020年には 5G のサービス開始により 4K・8K動画・VR等のデータ

通信が増え、ARPU の下げ止まりを予想する。グローバル需要については、回線数・単価とも

に 4G普及と経済成長による所得増が見込まれる ASEAN・中国が牽引し、上昇を予想する。 

■ ソフトバンクの英 ARM社買収はキャリアによる IoTの新たなレイヤーへの参入として世界の注

目を集める。IoT 通信においてもネットワークの提供だけでなく、有望な付加価値領域を見つ

けることができれば、日系企業のプレゼンス向上も期待できる。次世代通信規格の 5G におい

てもネットワークの提供のみでは通信はいずれ土管化するリスクがある。5G 時代を見据えた国

内キャリアの戦略としては、高いコンテンツ力を有する日系メディア事業者との更に踏み込んだ

協業が有効だと考える。 

【図表 15－1】 需給動向と見通し 

 
（出所）電気通信事業者協会資料および各社 IR資料、Ovum WCIS（© 2016 Informa PLC.）より 
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【実額】

摘要 2015年 2016年 2017年 2021年

（単位） （実績） （見込） （予想） （予想）

ARPU
（円） 4,847 4,862 4,735 4,673

携帯/PHS回線数
（万件） 16,048 16,515 16,916 18,170
ARPU
（ドル） 13.6 13.4 13.3 13.9

携帯/PHS回線数
（万件） 316,877 325,463 334,522 364,513

【増減率】 （対前年比）

摘要
2015年 2016年 2017年

2016-2021
CAGR

（単位） （実績） （見込） （予想） （予想）

ARPU
（円） ▲3.9% ＋0.3% ▲3.0% ▲0.8%

携帯/PHS回線数
（万件） ＋3.4% ＋2.9% ＋2.4% ＋1.9%
ARPU
（ドル） ▲3.7% ▲2.1% ▲0.6% ＋0.8%

携帯/PHS回線数
（万件） ＋2.2% ＋2.7% ＋2.8% ＋2.3%

国内需要

グローバル需要

国内需要

グローバル需要

通 信 
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I. 内需～回線数は堅調な増加が続く一方、単価は緩やかな低下が続く 

【図表 15－2】 携帯／PHS加入者数の推移 

 

（出所）電気通信事業者協会資料および各社 IR資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

2016年度の携帯／PHS回線数1は、4Gのエリアカバレッジが 90%以上となり、

エリア拡大や通信規格の高度化での加入者増が難しい中、タブレットやWi-Fi

ルーターなどの複数回線契約の増加や、IoT の通信モジュール契約回線2の

伸びに支えられ 1 億 6,515 万件（+467 万件）に、続く 2017 年度についても 1

億 6,916 万件（+401 万件）に、それぞれ増加すると予想する。2021 年度に向

けても複数回線需要、更には IoTの普及による通信モジュール契約回線の一

層の増加等により、回線数は 1 億 8,170 万件と堅調な増加を予想する（【図表

15-2、3】）。 

なお、2015 年の携帯電話保有人口は 9,944 万人、スマートフォン（以下、スマ

ホ）保有人口は 6,496万人、スマホ保有率（6歳以上人口に対するスマホ保有

人口の割合）は53.1%と前年比約8%増加したと推計される。「格安スマホ」とし

て認知度が高まる MVNO
3が牽引し、我が国のスマホ保有率は着実に高まっ

ており、今後も更なる増加が見込まれる。近隣の韓国やシンガポールでは既

に保有率が 80%を超えており、我が国も中期的には 80%程度の保有率を目

指していくものと考えられる（【図表 15-4】）。 

【図表 15－3】 携帯／PHS加入者数の推移 

 
【図表 15－4】 携帯電話保有人口及びスマートフォン          

保有人口の割合（2015 年） 

 
（出所）電気通信事業者協会資料および各社 IR資料より   

みずほ銀行産業調査部作成 

 

（出所）総務省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 
 

                                                   
1 通信産業は大きく移動体通信と固定通信に分けて考えることができるが、本稿では動向分析という観点から、需給の牽引役とな

っている移動体通信を中心に分析を行うこととする。 
2 通信モジュール需要はモノからモノ（M2M）の通信と、モノから人の通信両方にあることから、M2Mではなく IoT通信と表記。 
3 MVNO（Mobile Virtual Network Operator）：ネットワーク設備を通信キャリアから借り受けてサービスする事業者。 

国内需要

（単位） （実数） （前年比） （実数） （前年比） （実数） （前年比） （実数）
（2016-2021
CAGR）

ARPU
（円） 4,847 ▲3.9% 4,862 ＋0.3% 4,735 ▲3.0% 4,673 ▲0.8%

携帯/PHS回線数

（万件） 16,048 ＋3.4% 16,515 ＋2.8% 16,916 ＋2.7% 18,170 ＋1.9%
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2016年度は、大手通信キャリア 3社（以下、キャリア）が 2016年 9月に投入し

た価格を抑えた大容量プラン（20GB 以上）によって、1,000 円程度安い既存

のデータ定額プラン（5GB）の加入者の移行が相当数進むと予想され、3 社平

均の通信ARPU
4は4,862円（前年度比+15円）と小幅な上昇を見込む。ただし、

通信 ARPU 自体は政府主導による携帯電話料金低廉化を求める動きが続く

ことに加え、勢いを増すMVNO との競合もあり、2017年度以降緩やかな低下

が続くことで、2021年は 4,673円（CAGR▲0.8%）を予想する。 

中期予測のトピックスとしては、我が国で 2020 年の東京五輪に向けてサービ

ス開始を目指す第5世代通信規格（5G）が挙げられる。5Gには主に①大容量

化、②高速通信、③低遅延化・高信頼性、④超多数端末の同時接続、⑤低コ

スト・省電力の 5 つの要求条件があり、その中でも注目される要素が①大容量

化（4Gの 1,000 倍）と②高速通信（4Gの 100 倍）である。5Gによって B2C向

けのサービスでは 4K・8K映像やVR等のよりリッチなコンテンツ（動画）もモバ

イルで視聴可能となることからデータ ARPU の上昇が期待され、2020 年には

通信 ARPU が下げ止まり、2021 年は横這いに推移すると予想する（【図表

15-5】）。 

キャリアの近年の特徴的な動きとしては、ARPU 算出（公表）方法の多様化が

挙げられる（【図表 15-6～8】）。総合 ARPU に含む項目は各社各様になって

おり、KDDI は決済手数料や物販サービス収入等の付加価値サービス、ドコ

モは光回線卸サービス（ドコモ光）、ソフトバンクは端末保証やコンテンツ・広

告収入等のサービス収入をそれぞれ算入している。このような各社の動きは、

本業である B2C の通信 ARPU 引き上げが難しい中、通信収入に拘らず、

様々なコンテンツ・サービスを組み合わせたトータルでの収入増強を図ってい

ると考えられ、ネットワーク提供だけでの差別化の難しさの表れにも見える。 

【図表 15－5】 キャリア３社の通信 ARPU推移      
実績及び予測 

【図表 15－6】 NTT ドコモ ARPU推移 

 

（出所）各社 IR資料よりみずほ銀行産業調査部作成 
（注 1）一部みずほ銀行産業調査部推計 

（注 2）対象は NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクの 3社 

 

 

 

（出所）IR資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

                                                   
4 各社のモバイル通信サービス収入と各社の契約数（加重平均）をベースに算出。契約数に通信モジュールは含めず。 
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【図表 15－7】 KDDI ARPU 推移 【図表 15－8】 ソフトバンク ARPU推移 

 

（出所）IR資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

（出所）IR資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

（注）ソフトバンクは 2016年度見込みの公表なし 

今後の通信業界の動向を考えるにあたり、キャリアの事業領域を改めて概観

すると、①コア事業であるモバイルのコンシューマー向け通信事業、②NTT東

西の光回線サービス卸5の開始によってドコモも参入した固定通信事業、③コ

ンシューマー向け上位レイヤー（プラットフォームやアプリ、動画サービス等）、

④法人向け市場（回線～上位レイヤー）、⑤海外展開、⑥そして IoT 通信（含

むM2M）の 6つに分類することができる（【図表 15-9】）。 

近年、コア事業である①コンシューマー向けモバイル通信事業については速

度やサービスでの差別化が難しくなっており、各キャリアは上記領域の中でも

特に、②固定通信とのバンドル強化に加え、③動画サービス等のコンテンツ

や電気・保険等その他サービスの強化、⑥IoT の更なる広がりを見据えた IoT

通信（含むM2M）への取り組みに注力していると考えられる。 

【図表 15－9】 通信キャリアの事業領域と成長戦略の方向性（①～⑥） 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

                                                   
5 これまで NTT東西が利用者に直接販売してきた光回線について、卸販売の形態で提供するサービス。 
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上記キャリアの事業領域に対して、MVNO も各領域に参入しており、その存

在は既にキャリア 3社に次ぐ第 4極となりつつある。①のモバイル通信事業は

MVNO にとっても本業であり、回線を自社保有しない身軽さを武器に大胆な

低価格プランで顧客獲得を広げている。最近では、端末を自社ブランドで

OEM 製造し、海外にも進出しているプラスワンマーケティングや、IoT 通信に

特化し、世界120カ国以上でのサービス提供を可能にしているSORACOM等、

キャリアとは一線を画したビジネスモデルで事業領域を広げているベンチャー

系MVNO事業者も注目を集めている。 

実際、このようなMVNOの勢いを受け、大手通信キャリアもその存在を意識し

始めている。KDDIやソフトバンクはMVNOへの対抗策として、低価格帯のサ

ブブランド（UQ mobile、Y!mobile）を強化しており、ドコモはサブブランドこそ

ないものの、2016年 12月から新たに 648円6という超低価格の自社ブランド端

末「MONO」を投入し、MVNO への流出を抑えようとしている。さらに、総務省

は 2016年 10月、「モバイル接続料の自己資本利益率の算定に関するワーキ

ングチーム」を立ち上げ、キャリアの MVNO に対する回線接続料の見直しを

開始した。接続料の更なる引き下げが実現すれば、MVNO の攻勢がより強ま

ると考えられ、キャリアは従来以上にMVNOへの対抗策を強化する必要が出

てくるだろう。 

もう一つ注目すべき動向としては、2016年 11月に大手部品メーカー京セラ子

会社の京セラコミュニケーションシステム（以下、京セラコム）が発表した IoTの

ネットワーク事業への参入である。これは同社がフランスの新興通信事業者

Sigfox と組み、キャリアの回線を借りる MVNO としてではなく、ライセンス不要

の周波数帯域（アンライセンスバンド）を使った独自の通信規格で IoTのネット

ワークを提供する新たな取り組みである（但し、京セラコム自体はMVNO事業

も営む）。近年、このようなアンライセンスバンドを使った IoT 向けの通信技術

が世界で注目を集めており、ベンチャーや異業種だけでなく、既存の通信キ

ャリアもこの領域に取り組み始めている。キャリアには通信ネットワークサービ

スのノウハウでは優位性があるものの、異業種や新興のプレーヤーが従来の

通信事業に捉われない斬新なサービスや戦略により、IoT 向け通信で存在感

を発揮する可能性もあり、今後の動向が注目される。 

一方、携帯電話（スマートフォン、PHSを含む）の普及率を年代別に見ると、20

代～50 代では 90%以上、50 代で 85.5%、60 代でも 85.2%と、昨年に比べて

60代、70代の普及率もより一層高まり、携帯電話の加入者数としては「上限値」

が近づいているものと思われ、一見すると開拓の余地は残されていない。しか

しながら、スマートフォンの普及状況を見ると、10 代後半、20 代、30 代は既に

89～95%の高い普及率である一方、60 代以降は一番高い 60 代でもまだ

33.3%に過ぎない。スマートフォンの潜在的なマーケット人口数からしても、引

き続きスマートフォンへの切り替え需要は相応に存在していることが分かる

（【図表 15-10】）。 
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ただし、この 60 代以降のシニアマーケットはキャリアだけでなく、MVNO も当

然狙っており、更なる競合の激化も予想される。2016年 8月からMVNO大手

の IIJ が日本郵便と提携し、郵便局の店頭で格安スマホのカタログを設置し、

郵送で申し込みができるサービスを開始している。シニアマーケットを開拓す

るには、このような自社にはないシニア層へのリーチを持つ企業との提携がよ

り重要となってくるだろう。 

【図表 15－10】 年代別スマートフォンの普及状況 

 
（出所）総務省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

（注）潜在マーケット人口は、携帯電話保有者のうちスマホ非保有者の数 

他方、国内の固定ブロードバンド回線の状況について概観すると、ブロードバ

ンド累積加入数（FTTH、ADSL、CATV計）については、2015年 2月から開始

されたNTT東西の光回線サービス卸による底上げ効果もあり、2016年度の累

積加入数は 3,864万件（前年度比+83万件、+2.2%）、続く 2017年度について

は 3,917万件（前年度比+53万件、+1.4%）と純増を確保する見通しである。当

面は上述の光回線サービス卸の開始に伴うモバイルキャリアを含めた参入プ

レーヤーの増加及び提供メニューの多様化が回線数の底支えとなる一方、中

期的なトレンドとしては2020年に5Gのサービスが開始されることでモバイルの

重要性がさらに高まり、固定ブロードバンド需要の縮退が続くと考えられ、

2021 年度の累積加入者数は 4,061 万件と微増に留まると予想する（【図表

15-11】）。 
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【図表 15－11】 固定ブロードバンド回線数 

 
（出所）総務省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 
（注）CATV インターネットについては一部の事業者の契約数について、過去に 

遡って集計方法が変更されたため、2009年度以降の契約数が前年度との間で 
非連続となっている（2009年 3月末における加入者数+96.2万の修正）。 

II. 外需～欧州が停滞する中、ASEAN がグローバル需要を牽引 

【図表 15－12】 グローバル需要の内訳 

 

（出所）Ovum WCIS（© 2016 Informa PLC）よりみずほ銀行産業調査部作成 

① 米国 

米国では 4Gのエリアカバー率が 81%
7と先行する韓国や日本（それぞれ 97%、

90%）と比べると、まだ拡大の余地があることから、各社 4G のエリアカバレッジ

拡大に力を入れている。4G のエリア拡大を受けて携帯電話加入者数は増加

が続いており、2016 年の加入者数は 4 億 2,409 万件（前年比+1,553 万件、

+3.8%）、続く 2017年も 4億 3,711万件（前年比+1,302万件、+3.1%）と堅調な

伸びを予想する。その後についても、徐々に伸び率の低下は見込まれるもの

の、2021 年時点の加入者数は 4 億 7,403 万件（CAGR+2.3%）と、底堅く増加

                                                   
7 OpenSignal調査数値（https://opensignal.com/reports/2016/02/state-of-lte-q4-2015/）。 
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すると予想する。 

一方、ARPU については米国第 3 位のキャリアである T-mobile が 2013 年に

始めた顧客獲得作戦「アンキャリア」により、業界を主導する形で値下げ競争

を仕掛け、ARPUの下落トレンドが継続している。2016年 8月には T-mobileと

Sprint（同業界 4位）が相次いで定額制の使い放題プランを投入し、上位 2社

からの顧客獲得に注力している。対するVerizon、AT&Tの上位 2社は動画サ

ービスの強化等で値下げ競争とは一線を画す戦略を採るものの、ARPU の上

昇には至っていない。2016 年の ARPU は 39.7 ドル（前年比▲1.9 ドル、▲

4.7%）、続く 2017 年は 38.9 ドル（前年比▲0.76 ドル、▲1.9%）を予想する。

2018 年以降も引き続き激しい料金競争が想定されることから、2021 年の

APRUは 36.0 ドル（CAGR▲1.9%）を予想する。 

② 欧州（西欧・東欧） 

欧州の携帯電話加入者数はリーマンショック以降低成長が続いていることに

加え、EU 域内で国を超えて移動した場合の通信コスト（ローミング費用）やカ

バーエリアの理由から個人が複数枚の SIM を保有するという地理的な特性も

あり、イギリスでは普及率が 140%を超える等、加入者数の伸びしろは小さい。

2016年の加入者数は西欧 5億 3,664万件（前年比+449万件、+0.8%）、東欧

1 億 4,073 万件（前年比+48 万件、+0.3%）、続く 2017 年もほぼ横ばいでの推

移を予想する。西欧・東欧共に既に市場飽和を迎えている中、今後も現状の

低成長トレンドが継続し、2021 年の加入者数は西欧 5 億 6,243 万件

（CAGR+0.9%）、東欧 1億 4,679万件（CAGR+0.8%）を予想する。 

ARPU については下落トレンドが長期継続しているものの、2014 年から 2015

年にかけて 4Gの普及が拡大（前年比約 1.8倍）しており、モバイルブロードバ

ンドの普及によってデータ通信が増加し、ARPU の下落幅は縮小傾向に向か

っている。2016 年の ARPU は西欧 18.3 ドル（前年▲0.71 ドル、▲3.7%）、東

欧 8.5 ドル（前年▲0.60 ドル、▲6.6%）、続く 2017 年もマイナス成長を予想す

る（減少幅は縮小）。欧州においてはMNOキャリア間の競争に加え、国によっ

ては MVNO との競争も熾烈であり、4G の浸透によるデータ ARPU の上昇等

は見込めるものの当面は ARPU 下落圧力が続くだろう。2021 年の ARPU は

西欧 16.0 ドル（CAGR▲2.6%）、東欧 7.2 ドル（CAGR▲3.1%）を予想する。 

③ 中国 

中国では携帯電話の普及が農村部にも拡大し、全体の普及率が 95%にまで

達し、2013 年頃まで続いた年率 10%を超える拡大ペースからは鈍化傾向に

ある。2016 年は業界 3 位の China Unicom が非稼働のユーザーアカウントを

契約数から除外したことや、中国政府が携帯契約時の実名登録を厳格化す

る方針を打ち出したこと等、数千万件の減少要因があるものの、総加入者数

自体は 13 億 4,522 万件（前年比+3,443 万件、+2.6%）と増加を見込む。続く

2017年も 13億 8,403万件（前年比+3,881万件、+2.9%）と堅調な加入者増を

予想する。2017 年以降も伸び率は徐々に鈍化する見通しであり、2021 年の

携帯電話加入者は 15億 2,469万件（CAGR+2.5%）を予想する。 
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ARPUについては、2G、3Gのユーザーが急速に 4Gに移行を進めており、デ

ータ通信の増加が予想される。2016年のARPUは 4Gへの移行に加え、上記

China Unicomの契約者数の見直し（分母の減少）も ARPUの押し上げ要因と

なり、9.1 ドル（前年比+0.36 ドル、+4.0%）、続く 2017年も 4Gへの移行が一層

進むことが予想され、9.5 ドル（前年比+0.34 ドル、+3.8%）を見込む。当面は、

4Gサービスへの加入者シフトがARPUを押し上げる一方で、大手 3社間の顧

客獲得競争の激化が、料金低下圧力となることで上昇幅の一部が相殺され、

2021年の ARPUは 11.5 ドル（CAGR+4.8%）と底堅い伸びを予想する。 

④ ASEAN 

ASEANでは、一部の国では政府による規制の強化（契約時の IDカードの提

示、SIM の枚数制限等）のような減速要因はあるものの、足下の経済発展及

びインフラ等投資促進に裏打ちされた加入者の拡大が継続しており、2016 年

の加入者数は 8 億 795 万件8（前年比+3,093 万件、+4.0%）、続く 2017 年も 8

億 4,063万件（前年比+3,268万件、+4.0%）と堅調な伸びを予想する。2018年

以降についても、インドネシア、ベトナム、フィリピンに加え、これから携帯の更

なる普及拡大が見込まれるミャンマー等が成長を牽引、2021年時点の加入者

数は 9億 3,720万件（CAGR+3.0%）に達すると予想する。 

ARPU について、ASEAN では未だに 2G が主流であることから、ARPU も低

位で推移しており、2016 年も 4.17 ドル（前年比▲0.13 ドル、▲2.9%）と減少を

予想する。ただし、マレーシアやインドネシアでは既に 4G の商用サービスが

開始されており、ベトナム等でも 4G の整備が進みつつあることから、2017 年

はデータ ARPU が拡大していくことが予想され、 4.23 ドル（前年比+0.06 ドル、

+1.5%）とプラスに転じると予測する。2018 年以降も、通信キャリア間における

激しい価格競争はあるものの、それ以上に通信規格のアップグレード及び経

済発展による所得の増加が進むことから、2021 年の ARPU は 6.46 ドル

（CAGR+9.1%）を予想する。 

III. 日本企業のプレゼンスの方向性 

近年の日系大手キャリアによる B2C の通信事業（人の通信）での海外進出は、

ソフトバンクによる米スプリント買収（2013年）と KDDI・住友商事によるミャンマ

ー進出（2014年）の 2件のみであり、B2Cの領域ではまだグローバルのプレゼ

ンスが高いとは言い難い。米スプリントについては、ソフトバンクのノウハウを活

かしたネットワーク改善戦略を進め、直近期では9年振りに営業黒字を確保す

る等一部成果が出始めているものの、まだ上位 2社とは開きがあり、業界 4位

のポジションを脱することができていない。KDDI・住友商事とミャンマー国営

キャリア MPT との共同事業は、2016 年 5 月に加入者数 2,000 万人を突破す

る等順調に加入者を増やしている。同国の携帯普及率は 68.7%
9と、他の

ASEAN諸国と比べるとまだ低く、今後の更なる市場拡大が期待される。 

                                                   
8 規制強化以外の要因として、ベトナムでは政府が加入者数の精緻化を図ったことで、2015年に前年比約 1,582万件減少。 
9 Ovum WCIS（© 2016 Informa PLC）より。 
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そのような中、2016 年 7 月にソフトバンクが英半導体設計大手の ARM を 3.3

兆円で買収し、世界を驚かせた。従来から、通信事業者が IoT のプラットフォ

ーム等の上位レイヤーに領域を広げる取組みはあったものの、本件は、通信

キャリアがネットワークのさらに手前（下）のレイヤーにあたるモノに組み込まれ

る「デバイス（の設計）」（サプライチェーンの上流）を押さえに行く斬新な取り組

みである。 

IoT や 5G で今後モバイル（移動通信）の重要性が増す中、ARM はモバイル

関連のチップ（設計）で 80%以上のシェアを持つ強みがある。この投資による

具体的なビジネスモデルはまだ明らかにされてないが、孫社長の「1 兆個のチ

ップを地球上にばらまき、そこから得られる様々なデータが鍵になる」という発

言からも、壮大なスケールで IoT 時代のデータに着目したビジネス展開が想

像され、ソフトバンクの今後の動向に世界が注目している（【図表 15-13】）。 

【図表 15－13】 IoT における通信キャリアの取組 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

通信業界（モバイル）のトレンドは、従来の「人の通信」から「モノの通信（IoT通

信）」へと領域が拡大する中、足下の 4G 時代では「人の通信」は、Apple や

Google といった強力なプラットフォーマーが主役となり、通信は単にそれらの

サービスを流すための「管」になる、所謂「ネットワークの土管化」が進み始め

ている。加えて、IoT 通信自体は製造業を始め、自動車から医療、農業まで

様々な業種に広がることが期待されているものの、IoT ではネットワークで集め

たデータを活用するプラットフォーム等の上位レイヤーに付加価値があるとさ

れており、ネットワークの提供だけでは IoT の領域においても通信は土管化し

てしまう可能性が高いと言える。 

VodafoneやAT&T等のグローバルキャリアも IoT通信で付加価値領域を見つ

けようとその取り組みを強化しているものの、現状は、まだ各社「有望な付加価

値」となる領域を模索している段階であり、逆に言えば日系企業も含めどの企

業にもまだこの領域でグローバルなプレゼンスを高めるチャンスがあると言え

る。ソフトバンクの投資のような、日系キャリアが従来の領域に囚われずにより

大胆に付加価値領域を追い求め、グローバル大手に先駆けて有望な領域を
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IV. 産業動向を踏まえた日本企業の戦略と留意すべきリスクシナリオ 

2016 年 10 月、米国通信キャリア 2 位の AT&T が、同国メディア大手の

TimeWarnerを 854億ドルで買収することが発表された。米国ではボリュームゾ

ーンであるミレニアル世代がモバイルファーストになっている状況下、AT&T

の取り組みは高速・大容量通信が可能となる 5G 時代を見据え、動画を強化

する戦略と考えられる。AT&T の CEOが「動画の未来はモバイルであり、モバ

イルの未来は動画にある」とコメントしていることからも、米国の通信キャリアが

5G時代における動画の重要性を如何に強く認識しているかが分かる。 

従来から通信ネットワークの「土管化」を避けるための対策として、ネットワーク

で流すコンテンツの強化の必要性が叫ばれてきたが、5G 時代には特に動画

にフォーカスがあたり、更にその必要性が高まることが予想される。5G 時代を

見据え、既に米国では AT&T だけでなく、通信キャリア 1位の Verizon も無料

動画サービス「go 90」の提供を開始しており、さらに動画広告の強化を狙った

米Yahoo買収や、AwesomenessTV、Vessel等の動画関連企業の買収等、早く

も「動画」を軸とした取り組みの強化を加速させている10。 

我が国は 2020年の東京五輪に向けて 5Gの商用サービス開始を目指し、キャ

リア各社が 5G に関する実証実験等の取組を加速させている。ただし、上述し

たように 5G においても、ネットワークの提供だけでは通信インフラはいずれま

た「土管化」し、値下げ競争に陥れば、5G のネットワーク整備に対する投資を

回収できない可能性もある。そのようなリスクシナリオを回避するためにも、5G

のインフラ整備と同時に動画を主とするコンテンツの強化を並行して取り組む

必要がある。 

ただし、通信キャリアが自社単独でコンテンツを強化していくには限界がある。

近年、インターネット動画配信サービス市場で存在感を強める Netflix や自社

有料会員向けに動画配信サービスを提供している Amazon 等は、オリジナル

コンテンツ制作に何千億円もの資金を投じるとともに、ビッグデータ等の先進

的なテクノロジーも活用し、急速にそのコンテンツ力を高めている。このような

グローバルプレーヤーに日系通信キャリアが対抗していくためには、高いコン

テンツ力を持つ国内企業とのアライアンスが有効と考えられ、その有力なパー

トナー候補の一つが、高いコンテンツ力を持つ民放キー局のような日系メディ

ア事業者だろう。 

これまでも日本の大手通信キャリアは民放キー局を始めとする日系メディア事

業者と緩やかに提携しながら動画の強化に取り組んできてはいるものの、昨

今の米国における通信キャリアの取組みを見れば、その取組みをより強化す

る必要があることは想像に難くない。また、日系メディア事業者との従来以上

に踏み込んだ協業は、キャリアだけでなく Netflix等の有力な海外のプラットフ

ォーム事業者と競合する日系メディア事業者にとっても、自社の弱みを補う効

果が期待できるだろう。具体的には、日系メディア事業者はグローバルプレー

ヤーと比べて資金力（コンテンツ製作費）も限定的であり、また、自社サービス

のユーザー数（顧客基盤）も少ないため、ビッグデータ分析等も進んでいない。

                                                   
10 Verizonは 2015年 6月に AOLを買収しており、動画サービスに加えインターネット広告事業も強化している。 
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一方、キャリアはコンテンツ力に課題があるものの、豊富な資金力に加え、何

千万もの顧客基盤を持ち、そのユーザーデータの分析・活用も進んでいる。こ

のように両者の強み・弱みには補完性があり、両者がより踏み込んで協業する

ことでお互いWin-Winの関係が構築できるのではないだろうか。 

4G時代は Appleや Google といった Over The Top（OTT）プレーヤーが圧倒

的なプラットフォーム力でモバイル（ネット）の世界の主役となる一方、通信キャ

リアは他社との差別化要素をうまく見出せず、その本業の通信サービスは「土

管」とも言われるようになっている。動画の重要度が増す 5G 時代には強力な

コンテンツ力を持つ Netflix のような新たな競合も加わり、競争の激しさが増す

ことも想定される。一方、我が国には 5Gインフラが他国に先行11して整備が進

む優位性と、世界に向けて 5G の魅力あるサービスを発信できる 2020 年の東

京五輪という絶好の好機にも恵まれている。我が国のキャリアはその優位性と

好機を活かし、日系メディア事業者との更なる協業により「5G ならでは」の新し

いコンテンツを作っていく必要があるだろう。来る 5G 時代には、高速・大容量

通信を可能にするネットワークに加え、魅力あるコンテンツも含めた総合力が

求められる。 

 

（テレコム・メディア・テクノロジーチーム 澤田 洋一） 

youichi.sawada@mizuho-bk.co.jp 

                                                   
11 国をあげて早期に本格的なサービス開始を目指しているのは 2018年と 2020年にオリンピックを控える韓国と日本であり、韓国

は 2018年の平昌オリンピックで 5Gの実証実験を行い、日本と同じ 2020年に商用化を目指すとしている。 
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